
背景・目的

事業概要

事業スキーム

期待される効果

平成25年度予算
○○百万円

二国間クレジット制度（ＪＣＭ）基盤整備事業のうち
気候技術センター・ネットワーク（CTCN）等の技術開発ネットワークとの連携

平成30年度予算（案）
84百万円（120百万円）

・

CTCN

2010年末のカンクン合意において、気候変動対策技術の開発・移転を
促進するためにCTCNが設立、先進国の資金支援が求められている。
設立後、体制が整ってきており、リクエスト案件も増加し、活動が拡
大してきている。
一方、二国間クレジット制度（JCM）の拡大のためには、マルチの
チャネルを活用した我が国の技術・ノウハウのインプットが必要。
また、 CTCNはパリ協定においても位置付けられたところ。
本事業により、我が国の低炭素技術の途上国への移転・普及を目指す
とともに、パリ協定の実施に向けた交渉において我が国の貢献を示す。

途上国への低炭素技術の移転・普及を促進するCTCNに対し、資金拠
出を行う。

拠出先：気候技術センター・ネットワーク(CTCN)

再生可能エネルギー

（発電）バイオガス、地熱、小水力、
浮体式洋上風力（将来的に）

（燃料）バイオ燃料

コジェネ、熱利用（ヒートポンプ
など）

自立・分散型低炭素エネルギーシ
ステム（再エネを最大限活用）

省エネ

(BEMS等に加え)建築物の低炭素化
廃棄物発電、メタン利用、燃料化
など）

アジア地域

二国間クレジット制度
（JCM）プロジェクト形
成・実施に寄与

国際機関の支援による各種
プロジェクトへの日本技術
の活用

アジアにおける技術ニーズの水準
を向上させ、日本の技術を普及さ

せる市場の拡大に貢献

【CTCNのミッション】
途上国の技術ニーズの特定

技術に係る情報提供・能力強化

途上国のリクエストに応じた技術の
活用に関する実現可能性調査

我が国の優れた
技術・ノウハウ

ネットワーク
機関

国内関係機関

ネットワーク
機関として登
録、積極活用

CTC ホスト（15機関）

イメージ

CTCNの活動を通じて、アジアにおける技術ニーズ
の水準を向上させ、日本の優れた低炭素技術の普
及を図り、市場の拡大に貢献。

パリ協定の実施に向けた交渉における我が国のプ
レゼンス向上。

国際交渉
等を通じ
たあり方
検討・発
信

資金
拠出


